
人吉市介護支援専門員法定研修受講費助成金交付要項 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、適切な介護サービスを提供するために人吉市内の

介護支援専門員の確保を図り、質の高いケアマネジメントを支える介

護人材の継続的な確保及び育成に資するため、介護支援専門員実務研

修等を修了した者に対し、予算の範囲内において人吉市介護支援専門

員法定研修受講費助成金（以下「助成金」という。）を交付することに

ついて、人吉市補助金交付規則（昭和４６年人吉市規則第１５号）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（助成対象研修） 

第２条 助成金の交付対象となる研修（以下「助成対象研修」という。）

は、次に掲げる研修とする。 

⑴ 介護支援専門員実務研修 

⑵ 介護支援専門員専門研修 

⑶ 介護支援専門員再研修 

⑷ 介護支援専門員更新研修 

⑸ 主任介護支援専門員研修 

⑹ 主任介護支援専門員更新研修 

（助成金の交付対象者） 

第３条 助成金の交付対象となる者は、前条に定める助成対象研修を修

了した者のうち、助成金交付申請時に次の各号に掲げる要件を全て満

たすものとする。 

⑴ 別表のいずれかを実施する指定事業所（国及び地方公共団体が運

営する事業所は除く。以下「対象事業所」という。）のうち人吉市内

に所在する対象事業所で介護支援専門員の資格を要件とする業務を

行う者として勤務するもの 

⑵ 助成対象研修を修了した日の翌日から起算して１年以内である者 

⑶ 対象事業所１か所における勤務期間（休職期間は除く。）が３か月

を経過し、かつ、当該事業所に引き続き勤務している者 

（助成対象経費） 

第４条 助成金の交付対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）

は、助成対象研修の受講に係る受講費及び教材費等（以下「受講費等」

という。）とする。ただし、受講費等の分割払に伴う手数料及び修了評

価不合格者の追試等に係る追加費用は対象としない。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、助成対象経費から雇用保険法（昭和４９年法律



第１１６号）第６０条の２に規定する教育訓練給付金及び助成対象研

修に係る他の助成金を控除した額とし、上限を５万円とする。ただし、

１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（助成金の交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、 

人吉市介護支援専門員法定研修受講費助成金交付申請書（様式第１号）

に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 助成対象研修を修了したことを証する書類の写し 

⑵ 助成対象研修の受講費等の領収書等の写し 

⑶ 勤務証明書（様式第２号） 

⑷ 介護支援専門員証の写し 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（助成金の交付決定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請を受理したときは、その内容を審

査し、適当と認めたときは、人吉市介護支援専門員法定研修受講費助

成金（交付・不交付）決定通知書（様式第３号）により、申請者に通

知するものとする。 

（助成金の請求等） 

第８条 前条の規定による交付決定を受けた者は、人吉市介護支援専門

員法定研修受講費助成金交付請求書（様式第４号）を市長に提出する

ものとする。 

２ 市長は、前項の請求書を受理したときは、内容を審査の上、適当と

認めたときは、助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び助成金の返還） 

第９条 市長は、申請者が偽りその他不正の手段により交付を受けたと

きは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場

合において、当該取消しの部分について既に助成金が交付されている

ときは、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（補則） 

第１０条 この要項に定めるもののほか、この要項の施行に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要項は、令和７年７月１日から実施する。 

  



別表（第３条関係） 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１１項に規定する特

定施設入居者生活介護 

介護保険法第８条第１４項に規定する地域密着型サービスのうち、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、看護小

規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

介護保険法第８条第２４項に規定する居宅介護支援 

介護保険法第８条第２５項に規定する施設サービス 

介護保険法第８条の２第９項に規定する介護予防特定施設入居者生

活介護 

介護保険法第８条の２第１２項に規定する地域密着型介護予防サー

ビスのうち、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応

型共同生活介護 

介護保険法第８条の２第１６項に規定する介護予防支援 

 


